





































































































































































































































































































































































































































































































































































神奈川大学心理・教育研究論集　第 43 号（2018 年 3 月 9日）
Emotional」な部分が，認知的な能力の育成に
大きな役割を果たしていることが明らかになっ
てきたことに目を向け，とくに道徳教育や哲
学・倫理教育，市民性の教育などの重要性を啓
蒙していきたいとの動きがある。この方向自体
は望ましいと筆者も考えているが，国によって
はこれを国家主義や全体主義に引き寄せようと
する契機とする危険性がないでもない。何事も
一面化しないように，バランスある見方で，「未
来の主権者たる子ども＝未来決定の自由をもつ
子ども」を育てる教育を考えていく必要がある。
[注]
（1）　「政治主導」は「官僚主導」批判から始ま
り，当初は望ましい方向だとされたが，現在
ではそれは「政党主導」に変質しており，時
の政権次第で望ましさを吟味しなければなら
ない。自民党内の「教育再生実行本部」が詳
細をも規定して案を示すので，「教育再生実
行会議」ではほとんど議論ができない，との
座長の声も聞いている。また文部科学行政の
分野では，「政治主導」は元来決して手放し
で望ましいとはいえないことも付言しておき
たい。
（2）　複数回受検の場合の問題づくりと， 1回限
りの問題づくりとでは，実は作り方が異なる
ことに留意しなければならない。前者の場合
は「到達度」を示せればよいので，高い方の
得点を使えるが，後者の場合は「選抜性」が
伴うので「落とすための問題づくり」になら
ざるをえない。この違いを考えない人が，評
価の専門家でも多過ぎる。
（3）　特に大学への支出は世界的に見ても34％
で，ＯＥＣＤ平均値の半分以下である。（日
本経済新聞，2017年9月12日付）
（4）　ここ10年ほどは，ＯＥＣＤの調査などで
も，日本の公教育への公的支出は2014年度
の3.2％程度で推移しており， 2006年以来加
盟国中10年以上最低である。（日本経済新聞，
2017年9月13日付，及び同紙2013年6月25
日付）
（5）　公教育の外的条件整備については，最近
も幼児教育と高等教育以外には，政治家は誰
も発言せず，「チーム学校」という名目で，
教員以外の職員の人員を増やすなどといった
方策で対応しようとしている。学級定数減な
どの議論がいつの間にか消えてしまったの
は，政府も保護者も現状に満足しているとい
うことだろうか。公立学校が保護者から見放
されているからだろうか。この状況はいずれ
日本人に災厄を及ぼすことと思われる。
（6）　筆者は，中学校のカリキュラム研究者と
して，長年6－3－3制改革を主張してきたが，
それは子どもの成長発達の加速化と脳科学の
成果から， 4年プラス・マイナス１年といっ
た学年で区切った方が適切であると主張して
きた。（例：拙稿「小中一貫教育の構想－6
－3－3制を見直す」本論集，第34号， 2013年）
しかし， 2016年度に小・中一貫教育が制度化
されたあとも，地方教育委員会の動きは鈍
く，少子化・過疎化による学校の統廃合と結
び付けられないと，ある程度増えているが，
なかなか実行されない状況にある。
（7）　例えば，「総合」は必修科目に，「探究」
は選択科目に付されている場合が多く，「古
典探究」，「地理総合」「地理探究」，「歴史総合」
「日本史探究」「世界史探究」，「理数探究基礎」
「理数探究」，「家庭総合」など。
（8）　現在の文科省の教員養成改革は，一方で
教育学系大学院の「教職大学院」化，他方で
学部再編による国立大学教育学部の改組と教
員養成の私学への移行，といった二刀流で進
められているが，現政権は，何の理想ももた
ない「安上がり」で「すぐ使える教員」の養
成にしか関心がなく，「教員の質の向上」と「教
員に対する社会的尊敬の獲得」にはほとんど
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思いをいたしていない。このような政治状況
が続けば，いずれ国際学力調査などでの日本
の順位は，確実に低下していくものと思われ
る。
（9）　数年前は，安倍首相自身が，その周辺の
若手議員の行過ぎた言動に，新聞で謝ったな
どという報道もあったが（日本経済新聞， 2013
年7月3日朝刊など），最近は森友問題であら
わになった「教育勅語」の扱いなどで，首相
周辺の人間が明治憲法下の天皇制国家体制へ
の復古を求める人たちであることが明らかに
なるとともに，加計問題などでは，首相の個
人的付き合いで大学学部設置が可能になった
ような印象を与えて，今だに80％近くの人
がその疑問を解いていない。（2017年12月11
日公表のＮＨＫ世論調査）首相自身や財務省
の役人から，そのような役人の「忖度」を許
すような言動を政治家がしたことに対して，
ほとんど何の反省もないことに，道徳上は許
せなくても，政治上はやむをえないと考えて
いるのか，国会もジャーナリズムも怒りを示
さない状況はおかしい。道義に拠って立たな
い政治は遠からず滅びる。
（10）拙著『「コンピテンシー・ベース」を超え
る授業づくり』図書文化， 2016年参照。
（11）田熊美保「Education 2030－解は日本の教
育現場にこそ存在します」『Career Guidance』 
第412巻， 2016年5月号
